
政策の内容

生活満足度に関する指標（個別指標）

現状・課題

政策コストの状況（千円）

※「①事業活動（アクティビティ）」の予算・決算の合計

人工

政策シート

※総合計画基本計画に係る市民意識調査（アンケート）の結果

2027
年度

2028
年度

2029
年度

カーボンニュー
トラル

あなたの暮らしている地域では、地球
温暖化対策への取組（断熱住宅の建
設、省エネ家電の購入、太陽光発電の
導入、食品ロスの削減など）が進んで
いると感じますか。

2.61 2.63

（管理番号）

01 01 02 01

基本政策 政策

担当課名

カーボンニュートラル推進課
分野

指標名 質問文
基準値

2024年度
2025
年度

2026
年度

「浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」では、市域から排出される温室効果ガスを2030年度に2013年度
比で51％削減する目標を掲げており、2022年度の削減率は19.5％に留まっている。
市民アンケートの結果によると、温室効果ガスの排出を削減するために現在の生活スタイルを変えたい・少しずつ変
えたいと思っている市民は81％、省エネ家電の使用やごみ減量など、何らかの気候変動対策を行っている市民は
93％と高い結果であった。
しかし、家庭部門から排出される温室効果ガスの2022年度の削減率は2013年度比13.5％に留まっており、目標達成
には「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」（通称：デコ活）の更なる浸透など、脱炭素型ライフスタ
イルへの転換が必要となる。

予算

2025年度 2026年度 2027年度

193,496 196,657

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

正規職員（再任用フルタイム含む。）

04

「住まい」、「食」、「移動」など、市民のライフスタイルを脱炭素型に転換し、くらしの質の向上と家庭部門の温室効果
ガスの排出を削減します。

決算

2028年度 2029年度

政策

2026年度

脱炭素型ライフスタイルへの転換

1.1 2.0

再任用職員（26時間勤務） 0.0 0.0

会計年度任用職員（月額報酬の定めのある者） 3.9 3.7

再任用職員（31時間勤務） 0.0 0.0

1/6



①事業活動（アクティビティ）

※予算・決算は各事業に係る経費を計上

事業名 事業内容
2026年度

決算
（千円）

脱炭素型ライフ
スタイル推進事
業

2026年度
予算

（千円）

196,657

１　創エネ・省エネ・蓄エネ型住宅・次世代自動車導入推進事業
　　ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の建築や住宅への創エネ・省エネ・蓄エネ設備または次
　世代自動車を導入した市民に対し、費用の一部を補助金として交付する。

２　スマート省エネスタイル推進事業
　　夏季と冬季の対象期間中に意識的に省エネに取り組んだ世帯に対してインセンティブを付与す
　ることで脱炭素型ライフスタイルへの転換を促すとともに、家庭や団体、企業などによる「デコ活」
　の取組を広く募集し、優れた取組を表彰する。

３　地球温暖化防止活動推進センター運営事業
　　「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき指定された浜松市地球温暖化防止活動推進
　センターを通じて、STOP温暖化若者会議や小中学校への出前講座、SNSなどによる情報発信な
　ど、地球温暖化の現状及び対策の重要性に関する普及啓発活動を行う。

４　すまい断熱・省エネ推進事業
　　建築業界団体と連携した講座やイベント出展を通じて、住宅の断熱性能の重要性や省エネ効
　果に関する普及啓発活動を広く行うとともに、民間企業などと協働したワークショップやイベント
　出展を通じて、省エネや次世代自動車などの普及啓発活動を行う。

５　暑熱対策推進事業
　　危険な暑さから避難できる場所である指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の指定と市民
　への普及啓発活動を行う。

６　次世代エネルギーパーク推進事業
　　次代を担う小学生を対象に、市内のエネルギー関連施設を活用した環境教育を実施する。

2/6



②活動（アウトプット）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

③短期成果（アウトカム）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

2024
年度

-

2,346

達成率 -

指標名 指標の定義 設定理由
2029
年度

補助金交付やイ
ベント・講座開催
などの市民への
支援件数（件）

市民に対する補助金の
交付件数、市民向けイベ
ントや講座の開催件数
などの合計。

本指標は、市民の脱炭素ライフ
スタイルへの転換を促す事業の
実施数を示すものであり、この
指標の実績値が増加することで
市民の脱炭素化の推進につな
がるものである。

目標値

達成率 -

達成率 - -

目標値 -

実績値

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

-

1,738.8
（2022
年度）

実績値

2029
年度

目標値 1,515.6 1,445.3 1,375.1 1,304.7 1,234.4

家庭部門、運輸
部門（自家用車
のみ）からの温室
効果ガス排出量
（千-CO2）

市民生活に伴い排出さ
れる温室効果ガスの合
計量。
ただし、非エネルギー起
源の排出量は含まれ
ず、自家用車中の社用
車からの排出量が含ま
れる。

本指標は、市民の脱炭素ライフ
スタイルへの転換に向けた取組
の成果を把握するためのもので
あり、これらの取組による温室
効果ガス排出量の削減は、地
球温暖化対策に寄与するだけ
でなく、市民生活の向上にもつ
ながるものである。

-

-

実績値

達成率

目標値

2028
年度

2027
年度

2026
年度

2025
年度

2,4002,400 2,4002,400

実績値

実績値 2,241

2029年
3月確

定

2,400

達成率 - 93%

指標名 指標の定義 設定理由

目標値 -
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④長期成果（アウトカム）指標

※達成率は2034年度の目標値に対する実績値から算出する。

⑤目的：10年後(2034年)の理想の姿

○
市域の温室効果ガス排出量
（千t-CO2）

産業部門、業務その他部
分、家庭部門、運輸部門及
び非エネルギー起源による
温室効果ガス排出量から、
森林などによる二酸化炭素
吸収量を差し引いた、市域
全体の温室効果ガス排出量
※都道府県別の統計資料な
どを基に算定するため、3年
度遅れでの公表となる。

実績値

達成率 -48%

2,137.8

2026
年度

指標の定義
2027
年度

2028
年度

2029
年度

目標値
2034
年度

指標名
基本計画

指標

4,438.2
（2022
年度）

2029年
3月確

定

2050年カーボンニュートラル実現に向けた脱炭素経営や脱炭素型ライフスタイルへの転換が進み、地域産業の競
争力強化や市民の生活の質が向上するとともに、市域の温室効果ガスの排出が大幅に削減されている。

達成率

実績値

達成率

実績値

2025
年度

2024
年度
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「①事業活動（アクティビティ）」の実施内容と事業改善（2027年度記載）

「②活動（アウトプット）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2027年度記載）

実施内容

指標見直しの要否

事業改善の内容や今後の方向性事業名

【2026年度の評価】

評価時に記載

評価時に記載
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「③短期成果（アウトカム）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2027年度記載）

2026年度の政策の評価と2027年度以降の取組の方向性（2027年度記載）

指標見直しの要否

評価時に記載

評価時に記載
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